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• 日本の電源構成に占める原子力発電の比率は、震災前で30%程度、震災後で数%程度で推移して
いる。

日本の電源構成の推移

出所：日本原子力文化財団「原子力・エネルギー図面集」より引用
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• 2025年2月に公表された 2040年度におけるエネルギー需給見通しにおいて、原子力の発電電力量を、
全体の2割程度とする想定が提示された。

2040年度におけるエネルギー需給見通しにおける原子力の想定

出所：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第68回会合）資料２ 2040年度におけるエネルギー需給見通し（関連資料）より引用
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• 60年運転を仮定したケースでは、2030年の設備容量は3,700万kW程度となるが、その後リプレースが
なされない場合、2050年に2,300万kW程度まで減少する。

原子力の設備容量の推移

出所：原子力に関する動向と課題・論点（令和６年６月25日 資源エネルギー庁）
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• 太陽光（10kW未満）の導入量は、FIT開始以前に470万kW存在し、2013年のFIT開始以降も
右肩上がりで増加。

• 認定量も同じく右肩上がりで増加傾向にあり、FIT制度開始以来、堅調に推移している状況。

太陽光（10kW未満）｜FIT/FIP累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：エネ庁「国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の調達価格等算定委員会の論点案」ならびに固定価格買取制度情報公表用ウェブサイトを基に事務局作成

太陽光（10kW未満）のFIT/FIP累積認定量・導入量の推移

※2012年度の導入量は公表データなし
※2012/13年度の認定量は公表データなし

FIT/FIP累積認定量 FIT/FIP累積導入量(制度開始前の470万kWを含む)
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• 太陽光（10kW以上）の導入量は、FIT開始以前に90万kW存在し、2013年のFIT開始以降に急
拡大。

• 買取単価の低減に伴い、新規認定量も縮小傾向を示しており（2016/17年度は制度変更に伴い認
定失効が相次いだため、大幅減少）、 累積導入量が認定量に迫ってきている。

太陽光（10kW以上）｜FIT/FIP累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：エネ庁「国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の調達価格等算定委員会の論点案」ならびに固定価格買取制度情報公表用ウェブサイトを基に事務局作成

太陽光（10kW以上）のFIT/FIP累積認定量・導入量の推移

※2012年度の導入量は公表データなしFIT/FIP累積認定量 FIT/FIP累積導入量(制度開始前の90万kWを含む)
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• 住宅用太陽光発電においては、自治体主導で設置義務化の動きが進んでいる。

• いち早く導入を公表した東京都に続き、他自治体でも導入に向けた検討が進んでいる。

太陽光｜住宅用太陽光発電の設置義務拡大

出所：東京都「広報東京都令和5年1月号」や各自治体の公表情報を基に事務局作成

住宅用太陽光発電の設置義務拡大状況

東京都における設置義務化の概要

◆都はエネルギー大消費地の責務として、2030年までに都内の温室
効果ガスを50％削減する「カーボンハーフ」の実現に向け、再生可
能エネルギーの利用拡大を推進

◆新築住宅等への太陽光発電設備の設置、断熱・省エネ性能の確
保等を義務付ける制度を創設

◆但し、大手ハウスメーカー等が供給する新築住宅等が義務対象と
なり、既存の住宅は対象外（「面積が小さい」「北向き」といった屋
根の条件等の物件も一部対象外）

他自治体への広がり

自治体 取組動向

川崎市 東京都と同時期に導入を目指す

相模原市 27年度に向けて導入を検討中

千葉・松戸市 28年度にむけて導入を検討中

長野県
脱炭素政策のなかで検討することを表
明

神奈川県 検討を開始したことを表明
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• 2021年10月に閣議決定された地球温暖化対策計画において、設置可能な政府保有の建築物（敷
地含む）の約50％以上に太陽光発電設備を設置することが盛り込まれている。

太陽光｜国・自治体所有の設備への太陽光発電の設置義務拡大

出所：環境省「公共施設への太陽光発電の導入等について」を基に事務局作成

地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決定）の概要
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• 営農型太陽光発電は、非住宅部門の太陽光設備の導入数減少に反して、着実に増加傾向を示して
おり、設置に必要な転用許可件数ならびに農地面積の両方が直近まで上昇している。

太陽光｜営農型太陽光発電の普及状況

出所：農林水産省「営農型太陽光発電設備設置状況等について（令和３年度末現在）」を基に事務局作成

営農型発電設備を設置するための農地転用許可件数（年度毎）
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• 未開発適地の減少を受け、従来は設置困難であった箇所へ導入可能な次世代型太陽光発電技術へ
の期待が高まっており、特にペロブスカイト太陽電池が技術成長速度および日本の技術優位性の観点か
ら注目されている。

• 政府としてはペロブスカイト太陽電池への政策支援を計画しており、GXビジョン2040(2025年2月閣議
決定)の中で、今後2040年までに約20GWのペロブスカイト太陽電池を導入することを目標として掲げて
いる。

太陽光｜次世代型太陽光発電技術（ペロブスカイト太陽電池）への期待

出所：資源エネルギー庁「次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会」、内閣官房GX実行推進室「GXビジョン2040の概要」を基に事務局作成

ペロブスカイト太陽電池への期待 GXビジョン2040における政府目標

再エネについて、ペロブスカイト太陽
電池（2040年までに約20GWの
導入目標） 、浮体式を含む洋上風
力（2040年までに30GW～45GW
の案件形成目標）、次世代型地熱
等の開発・社会実装を進める。

※内閣官房GX実行推進室「GXビジョン2040の概要」
より抜粋
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• 総務省の調査の結果、調査対象のうち約4割の市町村で太陽光発電設備に起因するトラブル等が発
生。

• そのうち、2割弱で未解決のトラブルがある状況と判明し、太陽光発電設置に対する地元自治体・住民と
の軋轢が高まっている状況。

太陽光｜適地制約｜地元自治体・住民とのトラブル

出所：総務省「太陽光発電設備等の導入に関する調査結果（概要）」を基に事務局作成

太陽光発電所に関するトラブル等の実態調査（2022年6月時点）
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• 太陽光の規制・調和条例は少なくとも145件確認、届出条例も30件存在。

太陽光｜適地制約｜導入規制・条例の制定

出所：環境エネルギー政策研究所・環境学研究科「太陽光発電の地域トラブルと調和・規制条例、今後の適正な促進に向けて」を基に事務局作成

太陽光発電所に関する規制の導入状況（2022年4月時点）
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• 陸上風力の導入量は右肩上がりで増加傾向。2022年度における累積導入量は520万kWであり、
FIT制度開始以降約260万kWの容量が導入されている。

• 業界団体の統計においても、2001年以降年間20万kWのペースで新規導入が進んでいることが確認で
きる。

陸上風力｜累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：一般社団法人日本風力発電協会公表を基に事務局作成

陸上風力のFIT累計導入量の推移
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※陸上風力の業界団体推計導入量推移
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• 陸上風力の案件形成場所を見ると、山間部における案件の割合が増加しており、開発しやすい平野部
は減少している。

陸上風力｜適地制約 開発適地の減少

出所：資源エネルギー庁再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第29回）資料１を基に事務局作成

※なお、設置場所が標高250m以上と推定される案件を「山間部」の案件とカウント

0.1万kW(=1MW)以上の認定案件のうち山間部の案件が占める割合（出力ベース）
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• 防衛省から出された新法案にて、風力発電設備を建設する際に事前の届け出を行うことが義務付けられ
た。レーダーや通信などの自衛隊活動への障害の可能性がある場合、協議の為に建設を２年間制限さ
れる可能性もある。

• 電波障害防止区域として指定されたエリアには、北海道稚内市、青森県むつ市など陸上風力の設置が
進む日本海エリアにも多くのレーダーが存在し、陸上風力の新設へ影響が予想される。

陸上風力｜適地制約 レーダー規制

出所：株式会社平凡社地図出版 / ROOTS製作委員会、
防衛省ウェブサイト「電波障害防止区域（https://www.mod.go.jp/j/approach/chouwa/windpower/area.html）」を基に事務局作成

電波障害防止区域

https://www.mod.go.jp/j/approach/chouwa/windpower/area.html
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• 日本政府は2040年までに30～45GWの案件開発を目指すこととしており、実現に向けて30年度以降は2～
3GWに開発スピードを加速させる見込み。

• 洋上風力発電所が運開した事例はわずかであるが、国が主導する公募制度の下、毎年1～2GW（事業総
額：数千億～1兆円超。1件あたり数百MW規模）の事業者評価が実施されており、令和6年度に実施された
公募でも1.05GW分の事業者選定がなされた。

洋上風力｜導入状況、導入計画

出所：洋上風力のEEZ展開へ向けた論点 （2023年11月15日 資源エネルギー庁）

目標達成に向けた案件形成 促進区域・有望な区域等の指定・整理状況
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• 洋上風力発電について、インフレや金利高、人件費や資材価格の高騰により事業採算が悪化したことか
ら、撤退する事業者も現れており、入札済みの案件についても見直しが実施されている。

• 諸外国においても、落札済PJの撤回、入札者ゼロといった事例などが出てきている。

洋上風力｜計画中止・撤退

出所：第12回GX実行会議 （2024年8月27日） 資料１に基づき事務局作成

洋上風力発電に関する撤退動向（米国）洋上風力発電に関する動向（日本）

入札済み案件の動向：三菱商事プレスリリース（国内洋上風力発電
事業に係る事業性再評価について、2025年2月）
各プロジェクト（秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖／秋田県由利本荘市
沖／千葉県銚子市沖）の実現の実現に向け、2021年12月の事業者への選
定から現在に至るまで、プロジェクトに携わる様々な関係者の方と協議の上、事
業開発を進めている中、新型コロナウイルスの蔓延やウクライナ危機に端を発し、
とりわけインフレ、円安、サプライチェーンのひっ迫、金利上昇など、洋上風力業
界を取り巻く事業環境が世界的に大きく変化し続けています。
公募参画当初の想定を上回る事業環境の変化に伴い、当社は上記3海域で
推進する各事業の開発に際し、事業性の再評価を行っていることをお知らせい
たします。
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• バイオマス発電（国外材）の導入量は、2014年以降右肩上がりで増加する傾向にある。

• 直近では大型案件の導入による影響もあり、導入ペースは急拡大している。一方で、至近において燃料
価格の高騰などにより計画中止・撤退も増加している。

バイオマス発電（国外材）｜FIT/FIP累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：エネ庁「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 情報公表用ウェブサイト」を基に事務局作成

バイオマス発電（国外材）のFIT/FIP累計導入量の推移

※バイオマス比率考慮「一般木質・農作物残さ」区分を国外材バイオマスとして集計
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• バイオマス発電（国内材）の導入量は、2020年までは右肩上がりで増加傾向にあったが、直近では導
入ペースが一服している状況である。また、国外材と同様に至近において燃料価格の高騰などにより計画
中止・撤退も増加している。

バイオマス発電（国内材）｜FIT/FIP累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：エネ庁「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 情報公表用ウェブサイト」を基に事務局作成

バイオマス発電（国内材）のFIT/FIP累計導入量の推移

※バイオマス比率考慮「メタン発酵ガス」「未利用木質」「建設廃材」「一般廃棄物・木質以外」区分を国内材バイオマスとして集計
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• 2020年度以降、コロナ禍やロシアのウクライナ侵攻などの不安定な世界情勢に加え、足元継続している
円安により燃料価格が上昇しており、バイオマス発電事業の計画中止・撤退が増加している。

バイオマス｜計画中止・操業撤退

出所：バイオマス発電事業者協会「第88回調達価格等算定員会 バイオマス発電の現状と要望」(2023年10月27日)、各種報道資料を基に事務局作成

• 海外材バイオマス燃料価格は、2020年度以降コロナ禍、
ロシアのウクライナ侵攻および円安の影響により上昇を継
続している。

公表時期 発電所名 原因

2022年3月
Aバイオマス発電
（3.3万kW・

国外材）

燃料価格の高騰により安定的な燃
料調達が困難になり撤退

2022年3月
Bバイオマス発電
（11.2万kW・

国外材）

燃料価格の高騰により事業性が見
込めないために事業計画を中止

2022年10月
Cバイオマス発電
（4.1万kW・

国外材）

燃料価格の高騰、燃料輸入国にお
ける人権問題などを受け撤退

2022年12月
Dバイオマス発電
（0.6万kW・

国内材）

燃料価格の高騰を受け撤退
※2024年4月に別事業者により操
業再開

2023年4月
Eバイオマス発電

（国内材）
資材価格の高騰を受け、バイオマス
発電事業計画を中止

2024年4月
Fバイオマス発電
（0.2万kW・

国内材）

燃料価格の高騰を受け撤退
※2024年8月に別事業者により操
業再開

2024年4月
Gバイオマス発電
（0.08万kW・

国内材）
燃料価格の高騰を受け撤退
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• 発電コストの大半を燃料費が占めるというコスト構造にあり将来的な自立化が見通しづらい状況にあるこ
と、2022 年度以降入札がない状況にあること等を踏まえ、2026年度以降のFIT/FIP制度の新規認
定において、輸入燃料を中心とする一般木質等（1万ｋW以上）と液体燃料を支援の対象外とした。

バイオマス｜FIT制度変更

出所：調達価格等算定委員会「令和７年度以降の調達価格等に関する意見」(2025年2月3日)、各種報道資料を基に事務局作成

FIT/FIP制度における2026年度以降のバイオマス発電入札対象範囲

大規模バイオマスを巡る状況に関しては、以下の状況が認められる。

➢ バイオマス発電の電源の性質として、発電コストの大半を燃料費が占めるというコスト構造にあり、将来的
な自立化が見通しづらい状況にある。

➢ 今年度の本委員会における事業者団体ヒアリングにおいては、事業者団体から、FIT/FIP 制度からの自
立化のためには、燃料コストの低減が課題との説明があった。一方、特に、入札区分である一般木質等
（10,000kW 以上）及び液体燃料（全規模）については、国際市場の需給や円安等の影響を強く受け
る性質があり、新規の案件形成が大きく進むとは考えにくいとの説明もあった。

➢ 2024 年度に実施したバイオマス第７回入札においても、入札件数は０件となり、2022 年度以降、入
札件数が０件の状況が続いていることが確認されている。

➢ 需給調整市場や容量市場を活用することで、FIT/FIP 制度によらずに収益を上げることが期待されている
電源である。

以上の点を踏まえ、現在入札区分となっている一般木質等（10,000kW以上）及び液体燃料（全
規模）は、2026 年度以降、FIT/FIP 制度の支援の対象外とすることとした。
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• FIT開始以降、中小水力のFIT/FIP導入量は2012年以降順調に増加しており、ダム建設にかかる初
期コストや長期の開発期間も不要な中小水力の導入拡大が期待される。

中小水力｜FIT/FIP累計導入量の推移（過去トレンド）

中小水力のFIT/FIP累計導入量

出所：第90回 調達価格等算定委員会「中小水力発電について」を基に事務局作成
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• 3万kW未満の水力発電所において、2015年以降のリパワリングによる出力増加分の実績は下記のとお
り。

• 発電所によってバラつきはあるものの、増加率は平均して14%程度である。

中小水力｜3万kW未満水力のリパワリング実績

分類 発電所名
リパワリング前

(万kW)
リパワリング後

(万kW)
運開年 増加率

中小水力
（～3万kW）

発電所A 2.7 2.85 2016 6%

発電所B 2 2.1 2018 5%

発電所C 0.415 0.465 2021 12%

発電所D 2 2.31 2022 16%

発電所E 0.7 0.83 2022 19%

発電所F 1.95 2.079 2023 7%

発電所G 0.15 0.22 2024 47%

発電所H 2 2.13 2024 6%

発電所I 1.56 1.77 2024 13%

平均増加率 14%

出所：各種公表情報を基に事務局作成
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• 3万kW以上の水力発電所において、2015年以降のリパワリングによる出力増加分の実績は下記のとお
り。

• 発電所によってバラつきはあるものの、増加率は平均して4%程度である。

中小水力｜3万kW以上水力のリパワリング実績

分類 発電所名
リパワリング前

(万kW)
リパワリング後

(万kW)
運開年 増加率

大水力
（3万kW~）

発電所A 4 4.13 2015 3%

発電所B 3.49 3.53 2016 1%

発電所C 4.6 4.67 2017 2%

発電所D 4.53 4.72 2018 4%

発電所E 5.12 5.41 2020 6%

発電所F 5.15 5.25 2021 2%

発電所G 3.7 3.95 2022 7%

発電所H 4 4.23 2022 6%

発電所I 3.15 3.25 2024 3%

平均増加率 4%

出所：各種公表情報を基に事務局作成
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• FIT制度開始後の2014年に導入量が増加したものの、2014年以降の導入量は約1万kWであり、
FIT制度開始以降の累計導入量は約8万kWとなっている。

• 全体の導入量としては60万kW程度となっており、大半である50万kWはFIT以前に導入されたものであ
る。

地熱｜FIT/FIP累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：第91回 調達価格等算定委員会「地熱発電について」を基に事務局作成

地熱発電のFIT/FIP累計導入量 地熱発電の導入状況
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• 地熱発電の導入に向けて、JOGMECは、これまでの先導的資源量調査の継続実施に加えて、
JOGMEC自ら噴気試験を実施し、事業確度を高めるための取り組みを行う。

地熱｜JOGMECによる従来型地熱の支援強化

出所：資源エネルギー庁「資源・燃料政策を巡る状況について」（令和6年11月）
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• 資源エネルギー庁は次世代型地熱発電技術として、EGS、クローズドループ、超臨界地熱等を挙げて技
術開発を支援する方針である。

地熱｜次世代型地熱発電技術への期待

出所：資源エネルギー庁「資源・燃料政策を巡る状況について」（令和6年11月）



218

• 地熱発電の普及を阻害する大きな要因のとして、開発（特に掘削）におけるリスク/コストの高さや、地
域理解の醸成や自然環境に関する制約が存在。

• 上記の阻害要因を踏まえ、JOGMECが12年と想定している中で、実際の開発にはより長期の期間がか
かる例も存在している。

地熱｜従来型地熱導入に向けた課題

出所：日本地熱協会「地熱発電の推進にむけて」（令和6年7月）

地熱発電の進捗遅延理由 地熱発電の導入状況
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• 揚水の発電容量は、2015年以降横ばいに推移している一方、再エネの導入拡大に伴い稼働が増え、
点検による停止が増えているという報告もある。

揚水｜累計導入量の推移（過去トレンド）

0
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1,500

2,000

2,500

3,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

万
k
W

出所:電力調査統計表を基に事務局作成
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222

Ⅲ.供給力編
(1)過去分析
原子力
太陽光
風力
バイオマス
水力
地熱
揚水
蓄電池
火力

(2)モデルケースの設定



223

• 家庭用蓄電池を中心に2013年以降毎年1GWh程度増加しており、累積導入量は10GWh超まで拡
大している。

蓄電池｜累計導入量の推移（過去トレンド）

出所：三菱総合研究所２０２４年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会の結果とりまとめ（案）(2025年1月30日)を基に事務局作成
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• 蓄電池に係るSII補助金としては、至近２年で合計300億円程度の支援が予定されており、時間容量
で150万kWh相当*（設備容量50万kW相当）となる。
＊設備投資額に対する補助金割合５０％、kWhあたり4万円、放電可能時間3時間として計算

蓄電池｜導入支援 環境共創イニシアティブ補助実績

エリア 事業概要（導入設備） 補助金の額（億円） 想定事業規模（万kWh）

北海道 蓄電システム 1.4 0.7

北海道 蓄電システム 25.0 12.5

北海道 蓄電システム 1.0 0.5

北海道 蓄電システム 7.3 3.7

東北 蓄電システム 14.3 7.2

東北 蓄電システム 7.8 3.9

中部 蓄電システム 12.2 7.0

中部 蓄電システム 25.0 11.3

九州 蓄電システム 1.4 0.7

九州 蓄電システム 0.9 0.5

九州 蓄電システム 25.0 12.5

九州 蓄電システム 1.2 0.6

エリア 事業概要（導入設備） 補助金の額（億円）想定事業規模（万kWh）

北海道 蓄電システム 10.3 5.2

北海道 蓄電システム 25.0 12.5

北海道 蓄電システム 25.0 12.5

東京 蓄電システム 1.9 0.9

東京 蓄電システム 2.0 1.0

東京 蓄電システム 25.0 12.5

中部 蓄電システム 12.0 6.0

関西 蓄電システム 2.6 1.3

関西 蓄電システム 8.1 4.1

関西 蓄電システム 16.0 8.0

四国 蓄電システム 11.4 5.7

九州 蓄電システム 21.2 10.6

九州 蓄電システム 8.7 4.4

九州 蓄電システム 2.3 1.2

九州 蓄電システム 1.9 0.9

令和3年度補助実績 令和4年度補助実績
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• 23年度長期脱炭素オークションでは109万kWの蓄電池が落札され、 28年度までに導入されると見込
まれる。

蓄電池｜導入支援 長期脱炭素電源オークション約定実績

長期脱炭素電源オークション約定結果

出所：OCCTO「長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度：2023年度）」、
「2023年度供給計画で用いる太陽光・風力・自流式水力・揚水式水力のエリア別調整係数」などを基に事務局作成
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• 系統用蓄電池の接続検討等の受付状況として、接続検討受付が約9,500万kW（2023年12月末
比で約3.5倍）、接続契約受付が約800万kW （2023年12月末比で約2.7倍）となっている。

蓄電池｜接続検討状況

出所：資源エネルギー庁次世代電力系統ワーキンググループ第2回資料3「系統用蓄電池の迅速な系統連系に向けて」（2025年3月17日）を基に事務局作成

系統用蓄電池の接続検討等の受付状況
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• 2014年度以降の火力発電所の設備容量の推移は以下のとおりであり、2020年度以降、減少傾向に
ある。

過去トレンド｜火力設備の推移

出所：OCCTO「供給計画の取りまとめ」に基づき日本総研作成

火力発電所の設備容量推移
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• 火力設備の脱炭素化は、アンモニアもしくは水素の混焼/専焼化もしくはCCS設備の設置によって実現す
ることが期待されている。

火力設備の脱炭素動向

出所：エネ庁「今後の火力政策について」に基づき日本総研作成

電力分野の脱炭素化に向けたトランジション・ロードマップ
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出所：各企業のHP公表情報に基づいて日本総研作成

会社名
2050年
CN目標

実施手法

北海道電力 あり 2050年まで
水素・アンモニアの混焼拡大・専焼化、CCUSの活用、経年火力の休廃
止

東北電力 あり 2050年まで
石炭火力のバイオマス・アンモニア燃料への転換、LNG火力の水素燃料へ
の転換、CCS/CCUSの活用、経年火力の新陳代謝

東京電力 あり ー （JERAに準拠）

中部電力 あり ー （JERAに準拠）

北陸電力 あり

2030年まで
石炭火力でのバイオマス混焼拡大（+15億kWh/年）、石炭火力の
LNG化

2050年まで
バイオマス専焼化、アンモニア・水素等への転換、CCUSの利用、非効率
火力のリプレース

関西電力 あり 2050年まで セロカーボン燃料（水素・アンモニア等）への移行、CCUS技術の適用

中国電力 あり

2030年まで 非効率石炭火力休廃止

2040年まで 石炭火力のアンモニア20%混焼、LNG火力の10%水素混焼

2050年まで
石炭火力のバイオマス専焼化・IGFC（石炭ガス化燃料電池複合発電）
+CCUS/カーボンリサイクル等の活用・アンモニア専焼化、LNG火力の水
素専焼化
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出所：各企業のHP公表情報に基づいて日本総研作成

会社名
2050年
CN目標

実施手法

四国電力 あり
2030年まで 非効率石炭火力のフェードアウト

2050年まで 水素・アンモニアの混焼拡大・専焼化

九州電力 あり
2030年まで 非効率石炭火力のフェードアウト

2050年まで 水素・アンモニアの混焼拡大・専焼化、CCUSの活用

JERA※ あり

2030年まで 非効率石炭火力の停廃止、アンモニア混焼比率20%

2035年まで アンモニア混焼比率50%

2050年まで アンモニア専焼、水素混焼/専焼

電源開発 あり
2040年まで

老朽化電源のフェードアウト、水素アップサイクル（既存資産へのガス化炉
追加）

2050年まで バイオマス混焼・アンモニア混焼の拡大、水素混焼/専焼

※脱炭素化技術の着実な進展と経済合理性並びに整合性およびその実現化における事業環境が前提
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発電所名 発電事業者 脱炭素方針

苫東厚真発電所４ 北海道電力
2030年度：アンモニア20%混焼
2030年代後半：アンモニア50%混焼
2040年代：アンモニア専焼

石狩湾新港２ 北海道電力
2040年代前半：水素20-50%混焼
2040年代末：水素専焼 

東新潟６ 東北電力
2040年代前半：水素20-50%混焼
2040年代後半：水素専焼 

南港発電所１ 関西電力

シナリオ１ 2030年代後半：CCS（全量回収）

シナリオ２
2030年代後半：水素20-50%混焼
2040年代半ば：水素専焼

南港発電所２ 関西電力

シナリオ１ 2040年代後半：CCS（全量回収）

シナリオ２
2030年代後半：水素20-50%混焼
2040年代半ば：水素専焼

南港発電所３ 関西電力

シナリオ１ 2040年代半ば：CCS（全量回収）

シナリオ２
2030年代後半：水素20-50%混焼
2040年代半ば：水素専焼

柳井発電所新２ 中国電力
2039年度頃：水素20-50%混焼
2050年度頃：水素専焼 

碧南火力発電所４ JERA
2027年度：アンモニア20%混焼
2030年代半ば：アンモニア50%以上混焼
2040年代：アンモニア専焼 

碧南火力発電所５ JERA
2029年度：アンモニア20%混焼
2030年代前半：アンモニア50%以上混焼
2040年代：アンモニア専焼 

知多火力発電所７ JERA
2030年代前半：水素10%混焼
 2040年代：水素専焼

知多火力発電所８ JERA
2030年代前半：水素10%混焼
 2040年代：水素専焼

磯子火力発電所１ 電源開発 2035年以降：水素混焼

出所：各企業のHP公表情報に基づいて日本総研作成
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発電所名 発電事業者 脱炭素方針

磯子火力発電所２ 電源開発 2035年以降：水素混焼

竹原火力発電所１ 電源開発 2030年以降：バイオマス混焼拡大＋CCS

松島火力発電所２ 電源開発 2035年以降：IGCC+CCS

松浦火力発電所２ 電源開発 2030年以降：アンモニア/CCS

石川石炭火力発電所１ 電源開発 2035年以降：IGCC+CCS

石川石炭火力発電所１ 電源開発 2035年以降：IGCC+CCS

千葉袖ヶ浦パワー１ 東京ガス

シナリオ１
2040年代前半：e-methane10%混焼
2040年代後半：e-methane100%専焼

シナリオ２
2040年代前半：水素20-50%混焼
2040年代後半：水素専焼

シナリオ３
2040年代前半：CCS50%回収
2040年代後半：CCS100%回収

姫路天然ガス発電所３ 大阪ガス
2040年代：e-methane10-20%混焼
 2040年代：e-methane40-50%混焼
2050年度：e-methane100%専焼

神戸発電所１ コベルコパワー神戸
2029年度：アンモニア20%混焼
2040年代：アンモニア専焼 

神戸発電所２ コベルコパワー神戸
2029年度：アンモニア20%混焼
2040年代：アンモニア専焼 

三池発電所２ CEFH2 2029年度：水素35%混焼

三池発電所３ CEFH2 2030年代前半：水素専焼 

出所：各企業のHP公表情報に基づいて日本総研作成
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2040年想定(電力需要に対する
割合または万kW)

2050年想定(電力需要に対する
割合または万kW)

2040年モデルケース(万kW) 2050年モデルケース(万kW)

RITE デロイト RITE デロイト 9,000
億kWh

11,000億
kWh

9,500
億kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける原子力の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース①（原子力）

2,300
(16%)

2,300
(15%)

2,300
(13.5%)

3,700
(20%)

3,700
(26%)

3,700
(24%)

3,700
(21.5%)

2,300
(12.5%)

2,700
(20%)

3,300
(20%)

ケース 主な前提条件

RITE 共通 • 2040年：総需要の20%、2050年：Midでは、2040年と同じ総需要の20％。High、Lowでは、Midと同じ設備容量と想定

デロイト
Mid

• 60年運転（リプレースあり）
• Highケースは想定不可

Low • 60年運転（リプレースなし）

2040年 共通
• （共通）設備利用率80%、所内率4%
• 技術検討会社の想定の最大・最小の幅を採用2050年 共通

3,700

20%

M

L

M
H

L
3,100M

H

L
20%M

H

L

2,300
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• 需要モデルケースにおいては、主にDX・GXの進展度合いに応じて電力需要も拡大するという世界観に基
づき設定されていることから、供給力側のモデルについてもその世界観と整合的となるように設定する。

• 具体的には、技術検討会社2社ともに再エネ大ケースは需要大ケースを前提に、再エネ小ケースは需要
小ケースを前提に想定していることに加え、需要増加の最も大きな要因となっているデータセンターの新設
と再エネ開発がセットで進もうとしている至近の状況を踏まえ、 需要と再エネの拡大が連動するように再エ
ネのモデルケースを設定する。

再エネモデルケースの設定の考え方

需要

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

小

大

小 大

17,000万kW

9,500億kWh

26,000万kW

12,500億kWh

需要・再エネともにDX・GXの進展に伴い拡大

DX・GXの進展

D
X

・G
X

の
進
展



237参考．再エネ導入量と電力需要の関係

出所：電力需要について（令和6年6月6日 資源エネルギー庁)
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社およびモデルケースにおける、再生可能エネルギー合計の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース（再生可能エネルギー合計）

17000

20000

23000

26000

15000

22500

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• （共通）2050年のCO2排出量ゼロ、CCS貯蔵量上限1.80億トン
• シナリオごとの原子力稼働量の想定の下、コスト最小化の条件のもと導入量を内生計算
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに個別電源ごとのモデルケースにおける想定導入量を合算

20900

H

M

25700

L 17200

24300
H
M

25700

L 22700

16400

H

M

19400

L 14900

20500
H
M

22500

L 18700

8710



239

2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける太陽光の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース（太陽光合計（需要地併設型＋事業用））

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• （共通）2050年のCO2排出量ゼロ、CCS貯蔵量上限1.80億トン
• シナリオごとの原子力稼働量の想定の下、コスト最小化の条件のもと導入量を内生計算
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

14600

H

M

18300

L 11700
12000

14000

16000

18000

11800

H

M

14400

L 10400
10500

15500
14000

H
M

15400

L 13000

16600

H
M
L

17200

5580
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE* デロイト RITE* 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける併設型太陽光の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース②（併設型太陽光）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• （共通）2050年のCO2排出量ゼロ、CCS貯蔵量上限1.80億トン
• シナリオごとの原子力稼働量の想定の下、コスト最小化の条件のもと導入量を内生計算
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

4500

6000

7500

90009300H
M
L 8000

3500

7000

*RITEの需要地併設型の太陽光は、住宅用のみの値を記載

6700
H
M

7700

L 5800

3400

2800

H

L

4400

3600

H

L
1170

3100M
4000M

8800
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE* デロイト RITE* 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける事業用太陽光の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース③（事業用太陽光）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• （共通）2050年のCO2排出量ゼロ、CCS貯蔵量上限1.80億トン
• シナリオごとの原子力稼働量の想定の下、コスト最小化の条件のもと導入量を内生計算
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

7500
8000

8500
9000

8000

H
M 8400
L

8600

7000

8500

*RITEの事業用太陽光には、需要地併設型太陽光も一部含む

10600

H

M

13900

L 8100
8700

H
M

11100

L 7600H
M
L 7200

7300
7700

4410
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける陸上風力の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース④（陸上風力）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• （共通）2017-2022年の導入実績のトレンドに従い試算
• シナリオ別に導入実績のトレンドが継続する期間を2030～2050年の間で設定
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

800

1000

1250

1450
1300

H
M

800L

1600

1300
H

800

1300

900
H

800

1100

H
M 1300

L

1500

M

L 800
M
L

440
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける洋上風力の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑤（洋上風力）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• （共通）2050年のCO2排出量ゼロ、CCS貯蔵量上限1.80億トン
• シナリオごとの原子力稼働量の想定の下、コスト最小化の条件のもと導入量を内生計算
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

1300

1800

2300

2800
3000H

M
1900L
2200

750

2200

800H
L・M 500

2400H

1100L

1600M

2300H
M

1600L
1800

0
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける水力の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑥（水力）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成。FIP基準価格（新設）に基づきコストを想定。
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh, 2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• 最低の導入量として現在工事中のもののみ導入されると想定
• 最大の導入量として2019-2023年のFIT/FIPの導入実績のトレンドが2050年まで続くとともにリパワリングによる出力増加を考慮
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

2250

2400

2550

2700
2700H

M

2300L

2500

2250

2500

2800H
M

2500L

2700

L 2300
M 2400
H 2500 2500L･M

2600H

2200
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおけるバイオマスの設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑦（バイオマス）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• 最低の導入量として現状FIT/FIP認定されているものの未導入のもののみ導入されると想定
• 最大の導入量として2019-2023年のFIT/FIPの導入実績のトレンド（一般木材1万kW以上および液体燃料の導入を除外）が
2050年まで続くとと想定

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

600
700

800
900

900L
600

900
L 900

1000

600
H・M 700

H･M・L 600L

450

H ・M 1000H ・M
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2019年
時点

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける地熱の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑧（地熱）

主な前提条件

RITE

• （共通）2050年GHG排出量▲90%達成、FIP基準価格でコストを想定
• シナリオごとのCCS貯蔵量、原子力稼働量上限制約の下、シナリオ毎の再エネコストおよび年間拡大制約を想定し、コスト最小化で
導入量を内生計算

• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh ,2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 9,800億kWh ,2050年 需要 11,000億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh ,2050年 需要 12,500億kWh

デロイト

• 最低の導入量として現状開発・建設中のもののみ導入されると想定
• 最大の導入量として業界団体のアンケート結果をもとに新規に運転開始が予想されるものが導入されると想定
• 再エネ小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 再エネ中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 再エネ大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

モデルケース • 2040年、2050年ともに技術検討会社の想定幅に基づき設定

50

100 100

150
130H

M

60L

100
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100

L 60

M 90

H 120

H
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L

H
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L
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• 新築戸建住宅での太陽光設置は2023年度実績の1.5倍程度となる60%まで拡大するなど併設型太陽光は増加する。

• 一方、適地減少等により事業用太陽光・陸上風力の増加ペースは鈍化するとともに、洋上風力についても至近のコスト増
等によって開発が限定的となるなど、再エネの伸びは2019年度比で1.7倍程度に留まる。

再エネモデルケースの定性的説明 2040年1.50億kWケース

供給力要素 モデル概要
供給力：万kW
（2019年度比）

全体 • --
15,000

（+6,300）

再エネ

太陽光

併設型
• 新築戸建住宅の太陽光設置率は2023年度実績の1.5倍程度となる60％にまで上昇し、
非住宅等は足元実績相当でのペースで導入が進むものの、住宅+1,500万kW、非住
宅等+400万kWに留まり、2019年度比で累積導入量は3倍程度となる。

3,500
(+2,300)

事業用
• 適地減少により新規導入量の減少が継続し、2040年までの新規導入量は2,000万
kWに留まり、また耐用年数を迎えた設備のリプレース率も80%と一定の比率で廃
止が進むことから、設備の導入量は現在のペースに比べ鈍化する。

7,000
(+2,600)

風力

陸上
• 新規導入量は過去実績程度に開発が進むものの、耐用年数を迎えた設備のリプレー
ス率も80％と一定の比率で廃止が進むことにより、2019年度比で2倍に留まる。

800
(+400)

洋上
• 既に事業者が選定されている促進区域では開発が進むものの、人件費や資材価格高
騰のコスト増等により有望区域で指定された海域での開発は停滞しその実現率は
50％に留まる。

750
(+750)

水力
• 既設発電所のリパワリングは進展せず、適地減少により新規開発は限定的となり、
2019年度比で概ね横ばいとなる。

2,250
(+50)

バイオマス

• 中小規模バイオマスは、燃料調達の不確実性の高まりにより、新設導入は2023年度
導入実績よりも低下し、2040年度までに120万kW（年平均約7万kW）の導入にと
どまりつつ、既設の大規模バイオマスについても、事業環境の悪化などにより、
210万ｋWが撤退し、加えて経年プラントについても80%しかリプレースされない。

600
(+150)

地熱
• 掘削等の開発コストの上昇、地域関係者調整、自然環境への対応が課題となり新規
投資は進まず、設備容量は横ばいとなる

50
(+α)



248

• ほぼすべての新築戸建住宅で太陽光が導入され、事業用太陽光も適地減少の中でも足元実績相当での増加ペースが
維持される。

• 加えて、陸上風力も過去の導入ペース以上に開発が加速し、洋上風力についても計画されている区域での開発が順調
に進展するなど、再エネの伸びは2019年度比で2.5倍まで拡大する。

再エネモデルケースの定性的説明 2040年2.25億kWケース

供給力要素 モデル概要
供給力：万kW
（2019年度比）

全体 • --
22,500

（+13,800）

再エネ

太陽光

併設型
• 95%の新築戸建住宅に太陽光が導入され、またペロブスカイト型太陽光の普及など
により非住宅等の太陽光も足元実績の20倍以上に大幅に増加し、累積の導入量が
2019年度比で6倍程度にまで進展する。

7,000
(+5,800)

事業用

• 適地が減少する中でも効率的な導入が進められることで足元実績相当での増加ペー
スが維持され、2040年までの新規導入量が2,900万kWに到達する。また耐用年数
を迎えた設備のリプレース率も95%と高い水準で設備が維持されることで、累積導
入量は足元の2倍近い水準にまで増加する。

8,500
(+4,100)

風力

陸上
• 新規導入量は過去実績の導入ペースよりも拡大した設備の開発が進む。また耐用年
数を迎えた設備のリプレース率も95%と大部分がリプレースされることにより、設
備の導入量は現在の3倍程度となる。

1,300
(+900)

洋上
• 促進、有望区域に加え導入加速から容量が定められていない準備区域においても、
現在指定された海域全てにおいて洋上風力の導入が進む。さらに複数の海域で追加
的な運転開始される。

2,200
(+2,200)

水力
• 大規模水力に比べ適地の多い3万kW未満の中小水力の開発が進み、2023年度導入実
績の1.3倍程度で推移し、2040年頃までに+13万kW/年で導入される。さらに、大
水力含む既設発電所の30%でリパワリングが実施され、設備導入量は増加する。

2,500
(+300)

バイオマス

• 中小規模バイオマスは2023年度導入実績と同程度で今後も推移し、2040年までに
180万kW（年平均約11万kW）が導入され、既設大規模バイオマスについても事業
環境が好転し撤退は10万kW程度と限定的なものに留まりつつ、経年プラントにつ
いても95%がリプレースされる。

900
(+450)

地熱
• 足元で開発が進んでいるプロジェクトが順調に進展するなど、+50万kWに相当する
複数のプラントが運開する。

100
(+50)
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• 新築戸建住宅は太陽光設置率が2023年度実績の1.8倍程度となる65％にまで上昇することで2019年度比で

3.4倍まで拡大し、また事業用太陽光や陸上風力は増加ペース自体は鈍化しながらも拡大する。

• 一方、非住宅等の太陽光は+500万kWと足元の増加ペースを維持できず、洋上風力については既に指定された区域
以外での開発は限定的となるなど、再エネの伸びは2019年度比で2.0倍程度に留まる。

再エネモデルケースの定性的説明 2050年1.70億kWケース

供給力要素 モデル概要
供給力：万kW
（2019年度比）

全体 • --
17,000

（+8,300）

再エネ

太陽光

併設型

• 非住宅等の太陽光導入が500万kWと足元の増加ペースを維持できないものの、新築
戸建住宅の太陽光設置率は2023年度実績の1.8倍程度となる65％まで上昇すること
により2019年度比で3.4倍まで増加し、全体の累積導入量としても2019年度比で4
倍程度となる。

4,500
(+3,300)

事業用
• 耐用年数を迎えた設備のリプレース率は80%と一定の比率で廃止が進むものの、新
規導入量は、適地減少などにより増加ペースは鈍化しながらも2019年度から2,900
万kW増加し、設備容量は2019年度比で1.7倍程度となる。

7,500
(+3,100)

風力

陸上
• 耐用年数を迎えた設備のリプレース率は80%と一定の比率で廃止が進むものの、新
規導入量は、適地減少などにより鈍化しつつも+13万kW/年（過去の7割程度の水
準）で増加し、設備容量は2019年度比で2倍となる。

800
(+400)

洋上
• 再エネ海域利用法にて現在指定された促進、有望区域の全てで導入が進むものの、
準備区域として制定されたエリアの開発が半数程度に留まる。

1,300
(+1,300)

水力
• 既設発電所のリパワリングは進展せず、適地減少により新規開発は限定的となり、
2019年度比で概ね横ばいとなる。

2,250
(+50)

バイオマス

• 中小規模バイオマスは、燃料調達の不確実性の高まりにより、新設導入は2023年度
導入実績よりも30％程度低下した年平均約7万kWのペースに留まり、既設の大規模
バイオマスについても、事業環境の大幅な悪化などにより既設容量の50％に相当す
る220万kWが撤退する影響等により、2019年度比で微増となる。

600
(+150)

地熱
• 掘削等の開発コストの上昇、地域関係者調整、自然環境への対応が課題となり新規
投資は進まず、設備容量は横ばいとなる

50
(+α)
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• 事業用太陽光は増加ペース自体は鈍化しながらも拡大し、新築戸建住宅は太陽光設置率が75％にまで上昇すること
で2019年度比で3.9倍まで拡大する。

• 加えて、工場などの非住宅等向けの太陽光が1,500万kWまで拡大し、洋上風力についても現在指定された区域全域
での開発が進むことにより、再エネの伸びは2019年度比で2.3倍に拡大する。

再エネモデルケースの定性的説明 2050年2.00億kWケース

供給力要素 モデル概要
供給力：万kW
（2019年度比）

全体 • --
20,000

（+11,300）

再エネ

太陽光

併設型
• 新築戸建住宅における太陽光設置率が75％まで上昇することで2019年度比で3.9倍
まで増加するとともに、工場などの非住宅等にも太陽光が1,500万kWまで拡大し、
累積導入量は2019年度比で5倍程度となる。

6,000
(+4,800)

事業用
• 耐用年数を迎えた設備のリプレース率は85%と一定の比率で廃止が進むものの、新
規導入量は、適地減少などにより増加ペースは鈍化しながらも2019年度から3,100
万kW増加し、設備容量は2019年度比で1.8倍程度となる。

8,000
(+3,600)

風力

陸上
• 耐用年数を迎えた設備のリプレース率は85%と一定の比率で廃止が進むものの、新
規導入量は、適地減少にも関わらず過去と同水準の+20万kW/年のペースで増加し、
設備容量は2019年度比で2.5倍まで拡大する。

1,000
(+600)

洋上
• 促進、有望、準備区域として、現在指定された海域全てにおいて洋上風力の導入が
進む。さらに追加で過去実績と同サイズの設備が複数個所に導入される。

1,800
(+1,800)

水力
• 大水力含む既設発電所の20%程度でリパワリングが進むことに加え、3万kW未満の
中小水力は2023年度導入実績の50%程度（+5万kW/年）に留まり、設備容量の増
加は＋200万kWと限定的となる。

2,400
(+200)

バイオマス
• 既設の大規模バイオマスは、事業環境の悪化等により既設容量の１/3に相当する
160万kWが撤退するものの、中小規模バイオマスは、FIPの活用等を通じて年平均8
万kW程度の開発が進むことで、2019年度比では1.5倍程度となる。

700
(+250)

地熱
• 足元で開発が進んでいるプロジェクトが順調に進展するなど、50万kWに相当する
複数のプラントが運転開始する。

100
(+50)
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• 80%を超える新築戸建住宅で太陽光が導入され、非住宅等でも幅広い建物での太陽光導入が進み2,500万kWを
超える規模まで拡大する。

• 加えて、陸上風力は過去の導入ペース以上に開発が加速し、洋上風力についても新たな海域での開発が複数進むなど、
再エネの伸びは2019年度比で2.6倍に拡大する。

再エネモデルケースの定性的説明 2050年2.30億kWケース

供給力要素 モデル概要
供給力：万kW
（2019年度比）

全体 • --
23,000

（+14,300）

再エネ

太陽光

併設型
• 新築戸建住宅における太陽光設置率が85％まで上昇することで2019年度比で4.3倍
まで増加するとともに、非住宅等向けの太陽光では、幅広い建物に導入が進むこと
で2,700万kWまで拡大し、累積導入量は2019年度比で6倍程度となる。

7,500
(+6,300)

事業用
• 耐用年数を迎えた設備のリプレース率も90%と設備更新が進みつつ、新規導入量に
ついても、適地減少などにより増加ペースは鈍化しながらも2019年度から3,300万
kW増加し、設備容量としては2019年度比で1.9倍程度となる。

8,500
(+4,100)

風力

陸上
• 耐用年数を迎えた設備のリプレース率が90%と設備更新が進みつつ、年間の新規導
入量は、適地減少にも関わらず過去の導入ペースを超える+28万kW/年のペースで
増加し、設備容量は2019年度比で3.0倍程度まで拡大する。

1,250
(+850)

洋上
• 再エネ海域利用法にて促進、有望、準備として、現在指定された海域全てにおいて
約60万kW/箇所程度の規模の洋上風力の導入が進む。さらに追加で8カ所程度の海
域にて、より大規模化した洋上風力設備(80万kW/海域）が導入される。

2,300
(+2,300)

水力
• 大規模水力に比べ適地の多い3万kW未満の中小水力の開発が進み2023年度実績と同
程度で今後も推移し、2050年までに+9万kW/年で導入され、大水力含む既設発電
所の40%でリパワリングが実施されることで設備導入量は増加する。

2,550
(+350)

バイオマス
• 既設の大規模バイオマスの撤退は、既設容量の25％に相当する110万kWに留まり、
中小規模バイオマスは、FIPの活用等を通じて過去実績を若干下回る程度の年平均9
万kW程度の開発が進むことで、2019年度比では1.8倍程度となる。

800
(+350)

地熱
• 足元で開発が進んでいるプロジェクトに加えて、新たなプロジェクトが立ち上げる
など、設備容量は2019年度比で2倍程度まで増加する。

100
(+50)
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• ほぼ全ての新築戸建住宅で太陽光が導入され、ペロブスカイトの普及等により設置が困難とされてきた場所でも太陽光
が導入されることで非住宅等向けの太陽光は3,500万kWまで大幅に拡大する。

• 加えて、陸上風力は過去の1.5倍超の導入ペースで開発が加速し、洋上風力についても新たな海域で大規模な開発が
実施されるなど、再エネの伸びは2019年度比で3.0倍に拡大する。

再エネモデルケースの定性的説明 2050年2.60億kWケース

供給力要素 モデル概要
供給力：万kW
（2019年度比）

全体 • --
26,000

（+17,300）

再エネ

太陽光

併設型

• 新築戸建住宅における太陽光設置率が95％まで上昇することで2019年度比で4.8倍
まで増加するとともに、ペロブスカイトの普及等により設置が困難とされてきた場
所でも太陽光が導入されることで、非住宅等向けの太陽光が3,500万kWまで大幅に
拡大し、累積導入量は2019年度比で7.5倍程度となる。

9,000
(+7,800)

事業用
• 耐用年数を迎えた設備も95％でリプレースが進み、新規導入量についても、適地減
少などにより増加ペースは鈍化しながらも2019年度から3,500万kW増加し、設備
容量としては2019年度比で倍増する。

9,000
(+4,600)

風力

陸上
• 耐用年数を迎えた設備の95％でリプレースが進みつつ、適地減少にも関わらず過去
の1.5倍超の導入ペースとなる+33万kW/年で増加し、設備容量は2019年度比で
3.0倍程度まで拡大する。

1,450
(+1,050)

洋上
• 現在、促進、有望、準備区域として指定された海域全てにおいて洋上風力の導入が
進む。さらに追加で11カ所程度の指定されていない海域にて、大規模化した洋上風
力設備(100万ｋW/海域）が導入される。

2,800
(+2,800)

水力
• 大規模水力に比べ適地の多い3万kW未満の中小水力の開発が進み、2023年度導入実
績の1.3倍程度で推移し、2050年頃までに+13万kW/年で導入され、大水力含む既
設発電所の60%でリパワリングが進むことで設備導入量は増加する。

2,700
(+500)

バイオマス
• 既設の大規模バイオマスの撤退は既設の2割に満たない水準に留まりつつ、中小規模
バイオマスは、FIPの活用等を通じて過去実績相当（年平均10万ｋW程度）の開発
が進むことで、2019年度比で倍増する。

900
(+450)

地熱
• 既存技術を活用した新たなプロジェクト開発に加えて、新技術の導入等により開発
ハードルが下がり、設備容量は2019年度比で3倍程度まで増加する。

150
(+100)



2532040年 再エネモデルケースで用いる代表指標（1/2）

要素

代表指標

指標名称 評価単位
2019年
実績

2023年
実績

1.50億
kW

2.25億
kW

併設型
太陽光

世帯数に対する新築率(戸建) % 0.8% 0.6% 0.6% 0.6%

新築戸建住宅向け太陽光設置率 % - 37% 60% 95％

非住宅等向け
累積新設導入量

万kW 10* 130* +370 +2,800

事業用
太陽光

累積新設導入量
(年平均新設導入量)

万kW
(万kW/年)

4,400
(+530)

5,800
(+190)

+2,000
(+118)

+2,900
(+171)

リプレース率(耐用年数22年) % - - 80％ 95%

陸上風力
累積新設導入量 万kW 440 580 +300 +740

リプレース率(耐用年数22年) % - - 80% 95%

洋上風力

促進区域実現率 % （合計460万kW指定済み） 100% 100%

有望区域実現率 % （合計550万kW指定済み） 50% 100%

準備区域実現率 ％
(11海域指定済み×

実績平均60万kW/海域)
0% 100%

その他地域導入量 万kW - 0 +500

水力

年間新設増加量
(中小水力)

万kW/年 2 10 +1 +13

リパワリングによる増加率
（中小水力）

%
14％

(2015年以降の平均実績)
14％ 14％

リパワリングによる増加率
（大水力）

%
4％

(2015年以降の平均実績)
4％ 4％

リパワリング実施率 % - - α 30％

※上記変化量については、2023年度実績以降に反映*非住宅向け太陽光の導入実績値



2542040年 再エネモデルケースで用いる代表指標（2/2）

要素

代表指標

指標名称 評価単位
2019年
実績

2023年
実績

1.50億
kW

2.25億
kW

バイオマス

累積新設導入量
（FIT/FIP認定対象
10MW未満）
(年平均新設導入量)

万kW
（万kW/年）

-*
(-*)

310
(+10)

+120
(+7)

+180
(+11)

リプレース率
(耐用年数22年)

% - - 80% 95%

既設大規模撤退量 万kW - (440)** ▲210 ▲10

地熱 累積新設導入量 万kW 50 50 +0 +50

※上記変化量については、2023年度実績以降に反映

*10MW未満のデータなし
**累積導入量



2552050年 再エネモデルケースで用いる代表指標（1/2）

要素

代表指標

指標名称 評価単位
2019年
実績

2023年
実績

1.70億
kW

2.00億
kW

2.30億
kW

2.60億
kW

併設型
太陽光

世帯数に対する新築率(戸建) % 0.8% 0.6% 0.6% 0.6% 0.6% 0.6%

新築戸建住宅向け太陽光設置率 % - 37% 65% 75％ 85％ 95％

非住宅等向け
累積新設導入量

万kW 10* 130* +540 +1,500 +2,600 +3,500

事業用
太陽光

累積新設導入量
(年平均新設導入量)

万kW
（万kW/
年）

4,400
(+530)

5,800
(+190)

+2,900
(+107)

+3,100
(+115)

+3,300
(+122)

+3,500
(+130)

リプレース率(耐用年数22年) % - - 80％ 85％ 90％ 95％

陸上風力
累積新設導入量 万kW 440 580 +350 +540 +740 +890

リプレース率(耐用年数22年) % - - 80％ 85％ 90％ 95％

洋上風力

促進区域実現率 % （合計460万kW指定済み） 100% 100% 100% 100%

有望区域実現率 % （合計550万kW指定済み） 100% 100% 100% 100%

準備区域実現率 ％
(11海域指定済み×

実績平均60万kW/海域)
55% 100% 100% 100%

その他地域導入量 万kW - 0 +120 +640 +1,100

水力

年間新設増加量
(中小水力)

万kW/年 2 10 +1 +5 +9 +13

リパワリングによる増加率
(中小水力)

%
14

(2015年以降の平均実績)
14 14 14 14

リパワリングによる増加率
(大水力)

%
4

(2015年以降の平均実績)
4 4 4 4

リパワリング実施率 % - - α 20 40 60

※上記変化量については、2023年度実績以降に反映*非住宅向け太陽光の導入実績値
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要素

代表指標

指標名称 評価単位
2019年
実績

2023年
実績

1.70億
kW

2.00億
kW

2.30億
kW

2.60億
kW

バイオマス

累積新設導入量
（FIT/FIP認定対象
10MW未満）
(年平均新設導入量)

万kW
（万kW/年）

-*
(-*)

310
(+10)

+190
(+7)

+210
(+8)

+230
(+9)

+260
(+10)

リプレース率
(耐用年数22年)

% - - 80％ 85％ 90％ 95％

既設大規模撤退量 万kW - (440)** ▲220 ▲160 ▲110 ▲70

地熱 累積新設導入量 万kW 50 50 +0 +50 +50 +100

※上記変化量については、2023年度実績以降に反映

*10MW未満のデータなし
**累積導入量
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37%

95%

60%

95%

65%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

10 130 500

2,900

670

3,600

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

0.6% 0.6%

0.8%

0.6%

再エネモデルケースで用いる代表指標（1/4）

併設型太陽光 世帯数に対する新築率

[%]

併設型太陽光 新築戸建住宅向け太陽光設置率

2019年 2040年 2050年2023年

[%]

[万kW]

併設型太陽光 非住宅等向け累積導入量※

[万kW]

事業用太陽光 累積導入量 事業用太陽光 年平均新設導入量

[万kW/年]

事業用太陽光 リプレース率

[%]

2019年 2040年 2050年2023年 2019年 2040年 2050年2023年

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

4,400

5,800
7,000

8,500

7,400

9,000

0

100

200

300

400

500

600
530

190

118

171

107

130

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

95%

80%

95%

80%

2019年 2040年 2050年2023年2019年 2040年 2050年2023年 2019年 2040年 2050年2023年

※2019年・2023年は非住宅向け導入実績を記載
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580 800

1,300
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1,450

再エネモデルケースで用いる代表指標（2/4）

陸上風力 累積導入量

[万kW]

陸上風力 リプレース率

[%]

洋上風力 促進区域実現率

[%]

洋上風力 有望区域実現率 洋上風力 準備区域実現率 洋上風力 その他地域導入量

[万kW]

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

95%

80%

95%

80%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

100% 100%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

500

1,100

0 00%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100% 100% 100%

0%

55%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100% 100% 100%

50%

2019年 2040年 2050年2023年2019年 2040年 2050年2023年 指定済み容量
460万kW

2040年 2050年

足下導入量 2040年 2050年指定済み容量
550万kW

2040年 2050年 想定導入可能量
660万kW

2040年 2050年

[%][%]
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再エネモデルケースで用いる代表指標（3/4）

水力 年間新設増加量(中小水力)

[万kW/年]

水力 リパワリングによる増加率(中小水力)

[%]

2019年 2040年 2050年2023年

水力 リパワリングによる増加率(大水力) 水力 リパワリング実施率

2019年 2040年 2050年2023年2015年以降
の平均実績

2040年 2050年

[%] [%]

2015年以降
の平均実績

2040年 2050年
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0

50

100

150

200

50 50
50

100

50

150

0

2

4

6

8

10

12

10

7

11

7

10

70%

75%

80%

85%
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95%
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再エネモデルケースで用いる代表指標（4/4）
バイオマス 累積導入量

(FIT/FIP認定対象10MW未満)※1

[万kW]

2019年 2040年 2050年2023年

バイオマス 累積導入量(10MW以上) 地熱 累積導入量

2019年 2040年 2050年2023年2019年 2040年 2050年2023年

[万kW] [万kW]

バイオマス 年平均新設導入量
(FIT/FIP認定対象10MW未満)※1

[万kW/年]

バイオマス リプレース率

[%]

2019年 2040年 2050年2023年 2019年 2040年 2050年2023年

※1 2019年度における10MW未満のデータなし



261

2019年
時点*

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける併設型蓄電池の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑨（併設型蓄電池）

主な前提条件

RITE • VRE系統統合費用関数の中で暗示的に評価しており、蓄電池容量のシナリオ毎の詳細な評価は困難

デロイト
• （共通）2030年以降6.0万円/kW,2050年CO2排出量ゼロ,CCS貯蔵量上限1.8億トン、脱炭素電源オークションで2030年
まで毎年1GWが約定するとして、2030年以降の下限値を6.1GWと想定

• 2013-2021年の家庭、業務、産業用の定置用蓄電池の導入実績のトレンドが 2050年まで続くと想定

2040年
モデルケース • 技術検討会社の想定幅に基づき設定

• 太陽光のピーク発電時間帯への対応を想定し4時間容量と設定2050年
モデルケース

1,100
(4,400)

1,100
(4,400)

1,100
(4,400)

1,100
(4,400)

800
（3,200）

800
(3,200)

分析
結果
提示
なし

L・M・H 分析
結果
提示
なし

1,090

15*

L・M・H 790

*過去に導入された平均的な設備容量を2hであると仮定し試算
**カッコ書き：kWh容量を記載
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2019年
時点*

2040年想定
(万kW)

2050年想定
(万kW)

2040年モデルケース
(万kW)

2050年モデルケース
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける系統用蓄電池の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑩（系統用蓄電池）

主な前提条件

RITE • VRE系統統合費用関数の中で暗示的に評価しており、蓄電池容量のシナリオ毎の詳細な評価は困難

デロイト

• （共通）2030年以降6.0万円/kW,2050年CO2排出量ゼロ,CCS貯蔵量上限1.8億トン、脱炭素電源オークションで2030年
まで毎年1GWが約定するとして、2030年以降の下限値を8.1GWと想定

• シナリオごとの原子力稼働量の想定の下、コスト最小化の条件のもと導入量を内生計算
• 蓄電池小：2040年 需要 9,000億kWh, 2050年 需要 9,500億kWh
• 蓄電池中：2040年 需要 10,000億kWh, 2050年 需要 11,500億kWh
• 蓄電池大：2040年 需要 11,000億kWh, 2050年 需要 12,500億kWh

2040年
モデルケース • 技術検討会社の想定幅に基づき設定

• 太陽光のピーク発電時間帯への対応を想定し4時間容量と設定2050年
モデルケース

1,000
(4,000)

1,100
(4,400)

1,200
(4,800)

1,300
(5,200)

800
(3,200)

1,000
(4,000)

L

分析
結果
提示
なし

820

L

分析
結果
提示
なし

970

5*

M 850
H 910

M 1,020

H 1,300

*過去に導入された平均的な設備容量を2hであると仮定し試算
**カッコ書き：kWh容量を記載
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• 技術検討会社の想定及びそれに基づくモデルケースにおける揚水の設定は以下のとおり。

供給力モデルケース⑪（揚水）

主な前提条件

RITE
• 電力需給については、年負荷持続曲線を用い、それを4時間帯に分割した評価の中で揚水を評価しているため、短時間での変動が
大きいVREに対応した揚水の容量は十分に評価できない

デロイト • 足元の設備容量27.4GWに対して、再エネ導入拡大に伴い、点検等による停止頻度が増加すると想定

2040年
モデルケース

• 技術検討会社の想定幅に基づき設定

2050年
モデルケース

• 技術検討会社の想定幅に基づき設定

2019年
時点

2040年想定*
(万kW)

2050年想定*
(万kW)

2040年モデルケース*
(万kW)

2050年モデルケース*
(万kW)

デロイト RITE デロイト RITE 9000億
kWh

11,000
億kWh

9,500億
kWh

10,500億
kWh

11,500億
kWh

12,500億
kWh

2000 2000 2000 20002000 2000
2360

M
H

L
2190
1920

分析
結果
提示
なし

分析
結果
提示
なし

2740

*停止率を加味した、利用可能な設備容量の値を記載

2360
M
H

L
2190
1920
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• 将来の火力発電設備容量については、「公表新設・廃止」「既設廃止」に加えて、経年廃止時のリプレー
スの有無の２つのモデルケースを設定。

• また、火力の脱炭素化については、脱炭素化モデルケースに沿って設定。

供給力モデルケース⑫（火力）

出所：日本総研作成

（１）将来の火力
発電設備容量

既存設備容量

計画が公表されている新設案件ならびに廃止案件

②既設廃止

③経年廃止時のリプレース

②-1 非効率石炭火力の廃止
②-2 産業構造変化に伴う廃止
（鉄・化学・製紙/セメントの共同火力）

②-3 経年による廃止

小ケース：リプレースなし、大ケース：リプレースあり

①公表新設・廃止

（２）将来の火力
発電の脱炭素化

石炭 LNG 石油 共同火力

共通 脱炭素化方針を公表している発電所はその方針に準拠する※

2040年 CCS 一部＜CCS or 水素混焼40%＞ ー ー

2050年 CCS CCS or 水素専焼 CCS CCS

※〇複数の方針が公表されている場合には、水素・アンモニア混焼・専焼と設定。
〇アンモニア・水素混焼で公表している場合、混焼率はアンモニア50％・水素40％で統一して設定。
〇石炭IGCC（水素＋CCS)で公表している場合、CCSとして設定。
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• CCS貯留量については、RITE・デロイトの平均をモデルケースとして設定。なお、供給力確保の観点からみると、CCS機能を発電
所に付加した場合、発電所内で消費する電力が追加で必要となることにより同じ発電電力であっても送電端としては低下するなど、
電力系統から見た供給力に影響を与えることにも留意が必要。

• 具体的な火力の脱炭素化については、発電事業者が脱炭素化見通しを公表しているプラントを除いて、技術検討会社の想定を
踏まえ、2040年段階では石炭火力へのCCS導入が先に進み、残りの貯留量までの余力分を活用して一部のLNG火力でもCCS
が導入されると設定、2050年では貯留量が拡大されるため一部のLNG火力を除いて幅広くCCSが適用されると設定。

供給力モデルケース⑫（火力：脱炭素化モデルケースの設定方法）

出所：日本総研作成

2040年想定 2050年想定 2040年モデルケース 2050年モデルケース

RITE デロイト RITE デロイト

CCS貯留量

脱炭素化
（数字は
優先順位を
示す）

ケース 主な前提条件

RITE

CCS貯留量 • 2040年：1.2億t、2050年：2.4億t

脱炭素化 • CCSはコストの安い石炭→ガス火力の順に導入が進む。
• 海外から輸入した水素、アンモニアも利用されるが、いずれがコスト優位になるかは、海外の再生可能エネルギーのコスト低減見通しにも依存する

デロイト

CCS貯留量 • 2040年：1.0億t、2050年：1.8億t

脱炭素化 • CO2貯留量を十分に確保できれば、いずれの発電所にもCCSを導入することが経済効率
• CCS火力の利用が限定的となると、電力システムの柔軟性を保つため、水素やアンモニアによる火力発電が導入される

モデル
ケース

CCS貯留量 • 2040年：1.1億t、2050年：2.1億t

脱炭素化
• 脱炭素化方針を公表している発電所はその方針に準拠する
• 2040年CCS貯蔵制約から石炭と一部LNGのみCCS導入と設定。また、LNGリプレース時には水素混焼40％と設定。
• 2050年CCS貯留量が拡大されるため一部のLNGを除き幅広くCCSが適用されると設定。また、LNGリプレース時には水素専焼と設定。

①CCS
石炭
LNG

②水素アンモニア

（混焼・専焼）

①CCS
石炭
LNG

②水素アンモニア

（混焼・専焼）

①CCS
石炭
LNG

②水素アンモニア

（混焼・専焼）

①CCS
石炭
LNG

②水素アンモニア

（混焼・専焼）

1.0億t
1.2億t

1.8億t
2.4億t

1.1億t

2.1億t

石炭：CCS
LNG（一部）：CCS or

水素混焼40%

※脱炭素化見通しが公表されている
プラントを除く

石炭：CCS
LNG：CCS or 水素専焼
石油：CCS

※脱炭素化見通しが公表されている
プラントを除く
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• 最新の発電コスト検証ワーキンググループによるモデルプラントの想定に基づくと、CCS付火力は発電効率
の低下ならびに所内率の上昇により、8%程度出力が低下する。

参考．火力にCCS機能を付加した場合の需給バランスへの影響

出所：発電コスト検証ワーキンググループ「発電コスト検証に関するとりまとめ」に基づき日本総研作成

CCS設置による発電効率への影響

発電効率の低下と所内率の上昇あわせて8%程度出力が低下
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• 新設計画/廃止計画が公表されている案件を集約すると、新設2,590万kW、廃止2,540万kWとなる。

①．公表新設・廃止

出所：日本総研作成

新設公表済み火力発電所

年代 導入電源 合計容量

～2040年度
◆ LNG：1,760万kW
◆ 石炭：830万kW

2,590万KW

～2050年度 新設計画確認されず ー

廃止公表済み火力発電所

年代 導入電源 合計容量

～2040年度
◆ LNG：▲1,110万kW
◆ 石炭：▲290万kW
◆ 石油：▲1,150万kW

▲2,540万
KW

～2050年度 廃止計画確認されず ー
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• 2019年以降、新設計画が公表されている案件は以下のとおり（2025年3月末時点）。
• なお、長期脱炭素オークションにおいて落札した電源については、第2回までの結果を反映している。

①．公表新設｜対象案件一覧

出所：日本総研作成

2024年度までの新設電源

発電所名 出力
稼働年度
（予定含む）

LNG 北ガス石狩 9 2020 
石炭 釧路火力 11 2020 
LNG 福島天然ガス１ 59 2020 
LNG 福島天然ガス２ 59 2020 
石炭 日鉄鹿島 2（鹿島パワー） 65 2020 
石炭 勿来IGCC 54 2020 
LNG 三菱パワー高砂 57 2020 
石炭 電発竹原 新1 60 2020 
石炭 常陸那珂共同 65 2020
石炭 広野 IGCC 54 2021 
LNG 伊丹産業神戸 2 2021
石炭 コベルコ神戸３ 65 2021 
LNG 上越 1 57 2022 
石炭 武豊 5 107 2022 
石炭 三隅 2 100 2022 
LNG 住共新居浜北 13 2022
LNG ひむかエルエヌジー 3 2022 
石炭 コベルコ神戸４ 65 2022 
LNG 姉崎 新1 65 2022 
LNG 姉崎 新2 65 2023 
LNG 姉崎 新3 65 2023 
石炭 横須賀 1 65 2023 
石炭 西条新１ 50 2023 
石炭 横須賀 2 65 2023 
LNG 五井 1 78 2024 
LNG 五井 2 78 2024 
LNG 五井 3 78 2024 
LNG TGBP袖ヶ浦 10 2024 

2025年度以降の新設電源（長期脱炭素電源オークション以外）

発電所名 出力
稼働年度
（予定含む）

LNG ひびき 1 62 2025 
LNG 姫路天然ガス １ 62 2025
LNG 姫路天然ガス ２ 62 2026
LNG 千葉袖ケ浦パワー２号機 65 2030 
LNG 千葉袖ケ浦パワー３号機 65 2030

2025年度以降の新設電源（長期脱炭素電源オークション対象電源）

発電所名 出力
稼働年度
（予定含む）

LNG 知多 7 65 2029 
LNG 新南港 1 60 2029 
LNG 千葉袖ケ浦パワー１号機 65 2029 
LNG 知多 ８ 65 2029
LNG 姫路天然ガス 3 62 2030
LNG 柳井 新２ 50 2029
LNG 新南港 2 60 2030 
LNG 新南港 3 60 2030 
LNG 石狩湾新港 2 57 2030 
LNG 東新潟６ 65 2030 
LNG 坂出 5 60 2031 
LNG 石狩湾新港 3 57 2033 
LNG ゼロワットパワー市原 10 2033
LNG 東邦瓦斯・仮称ガス火力 10 ー
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• 2019年以降、廃止計画が公表されている案件は以下のとおり（2025年3月末時点） 。

①．公表廃止｜対象案件一覧

出所：日本総研作成

2024年度までの廃止電源

発電所名 出力
廃止年度
（予定含む）

石油 秋田 3 35 2019 
石油 秋田 2 35 2019
LNG 姉崎 1 60 2021
LNG 姉崎 2 60 2021 
LNG 姉崎 3 60 2021 
LNG 姉崎 4 60 2021 
石炭 西条 1 16 2021 
石油 大井１ 35 2021
石油 大井２ 35 2021 
石油 大井３ 35 2021 
LNG 横浜５ 18 2021 
LNG 横浜６ 35 2021 
LNG 知多１ 53 2021 
LNG 知多２ 53 2021 
LNG 知多３ 50 2021 
LNG 知多４ 70 2021 
LNG 相生 1 38 2022 
LNG 相生 3 38 2022 
石油 鹿島 1 60 2022
石油 鹿島 2 60 2022
石油 鹿島 3 60 2022
石油 鹿島 4 60 2022
石油 鹿島 5 100 2022
石油 鹿島 6 100 2022
LNG 東新潟港１ 35 2022 
LNG 東新潟港２ 35 2022 
石油 広野 1 60 2023
石油 広野 3 100 2023
石油 広野 4 100 2023
石炭 水島 2 16 2023 
石炭 下関 1 18 2023
石油 下関 2 40 2023 
石炭 電発松島 1 50 2024 
石油 秋田 4 60 2024 
LNG 姫路第一 GT1 3 2024 
LNG 姫路第一 GT2 3 2024 
石炭 土佐発電 17 2024

2025年度以降の廃止電源

発電所名 出力
廃止年度
（予定含む）

石油 赤穗 1 60 2025 
石油 赤穗 2 60 2025 
石油 関西国際エネルギーセンター 1 2 2025
石油 関西国際エネルギーセンター 2 2 2025 
石炭 苅田 新1 36 2025
石油 豊前２ 50 2025 
LNG 知多 5 70 2026 
LNG 知多 GT5 15 2026 
石炭 奈井江１ 18 2026
石炭 奈井江２ 18 2026 
石炭 砂川 3 13 2026 
石炭 砂川 4 13 2026 
LNG 東新潟 1 60 2027
LNG 東新潟 2 60 2027 
石炭 富山新港 石炭1 25 2028 
石炭 電発高砂 1 25 2028 
石炭 電発高砂 2 25 2028 
LNG 柳井 2-1 20 2029
LNG 柳井 2-2 20 2029 

2024年度までの廃止電源

発電所名 出力
廃止年度
（予定含む）

LNG 南港 1 60 2024 
LNG 南港 2 60 2024 
LNG 南港 3 60 2024 
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• 長期脱炭素オークションにおけるLNG専焼枠のうち落札された案件については、新設計画として織り込み
済み。

• 今後入札が想定されるLNG専焼枠は300万ｋW程度であり、公表済みの新設計画300万kWと同程
度となっている。

参考．長期脱炭素電源オークション【LNG専焼枠】

出所：OCCTO「容量市場 長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度：2023年度）」、エネ庁「長期脱炭素電源オークションについて」に基づき日本総研作成

2023年度長期脱炭素オークションの落札結果 2024・25年度のLNG専焼枠の募集見通し

落札済みの案件は新設計画として織り込み済み
残る長期脱炭素オークションLNG専焼枠合計300万kW程度≒LNG新設計画約300万kW※

※2025年度以降運開の長期脱炭素オークション落札電源を除く公表案件の出力合算

2024年度長期脱炭素オークションの落札結果
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• 発電効率の低い（亜臨界圧・超臨界圧方式、1997年度までに建設された超々臨界圧方式）石炭
火力は、2040年度までに廃止と設定。

• ただし、バイオマス混焼を公表しているプラントや事業者単位で発電効率目標を達成する場合については、
非効率石炭火力の廃止の対象とはしない。

②-1．既設廃止｜非効率石炭火力の廃止（合計容量）

出所：日本総研作成

非効率石炭火力発電所の廃止 年代 導入電源 合計容量

～2040年度 ◆ 石炭：700万kW 710万KW

～2050年度
◆ 非効率理由での廃止

は見込まない
ー
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• 省エネ法では、新設する火力発電所の発電効率を最新鋭の商用プラント以上とするよう規制されている。
• また、2030年度に向けたベンチマーク目標として、発電事業者に対し、保有する火力発電設備の発電

効率を既存設備の最高水準とするよう求めている。

参考．石炭火力発電所の非効率基準の考え方

出所：経済産業省「今後の火力政策について」に基づき日本総研作成

石炭火力発電に関する効率目標
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• 石炭火力の発電方式別の効率については、以下のとおり。
• 2030年度に向けた発電効率目標をクリアするためには、超々臨界(USC)の中でも最高効率水準以上

の方式が求められる。

参考．石炭火力の発電方式別効率

出所：経済産業省「非効率石炭火力のフェードアウトを巡る状況について」に基づき日本総研作成

石炭火力・発電方式別効率一覧

2030年度発電効率ベンチマーク水準
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• 超々臨界方式の石炭火力発電所については、1998年から600℃級USCが採用され高効率化が図ら
れている。

参考．超々臨界方式の高効率化

出所：電力中央研究所「微粉炭火力発電技術の変遷と課題」に基づき日本総研作成

微粉炭火力の変遷

1998年から600℃級USCが採用された
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3万kW

• 共同火力については、需要モデルケースにおける各産業の生産量および製造プロセスの変化（電炉化、
自家発減等）に応じて減少するものと設定。なお、共同火力の産業分類は立地・出資状況等の公表
情報に基づき設定している。

②-2．産業構造変化に伴う廃止｜共同火力の出力変化

出所：日本総研作成

鉄鋼

270
万kW

140
万kW

共同火力の出力変化（2040年・2050年） ＊設備容量の５０％を自家消費分として控除している。

▲95%超減少
化学

50万
kW

3万kW

セメント

13万
kW

2019年
実績

2040年
11,000
ケース

▲50%超減少

4万kW

2050年
12,500
ケース

▲40%超減少

▲90%超減少

▲70%超減少

▲70%超減少

270
万kW

30万
kW 13万W 7万kW

製紙

▲50%超減少

▲80%超減少

30万
kW

210
万kW

2019年
実績

2040年
11,000
ケース

2050年
12,500
ケース

2019年
実績

2040年
11,000
ケース

2050年
12,500
ケース

2019年
実績

2040年
11,000
ケース

2050年
12,500
ケース

※全体の影響が軽微であることや、モデルケースをシンプル化するということも考慮し、他のモデルケースについても上記と同じ設定としている

2040年需要モデルケース
(億kWh)

鉄鋼 化学 製紙 セメント

11,000 11,000 11,000 11,000

生産量減少 ▲20% ▲20% ▲0% ▲0%

プロセス変化 ▲20% ▲50% ▲50% ▲50%

2050年需要モデルケース
(億kWh)

鉄鋼 化学 製紙 セメント

12,500 12,500 12,500 12,500

生産量減少 ▲30% ▲20% ▲0% ▲0%

プロセス変化 ▲65% ▲70% ▲80% ▲70%
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• 火力発電所の廃止までの稼働期間平均は45年であったことから、火力モデルケースとしては、経年45年
で廃止と設定。

• なお、実際には延命化対策などにより45年を超過して稼働することもあれば、個々のプラント状況によって
は45年よりも早く廃止されることもある。

②-3．経年による廃止

出所：日本総研作成

経年に伴う火力発電所の廃止 年代 導入電源 合計容量

～2040年度

◆ LNG：▲2,220万
kW

◆ 石炭：▲880万kW
◆ 石油：▲800万kW

▲3,900
万KW

～2050年度

◆ LNG：▲1,670万
kW

◆ 石炭：▲1,150万
kW

◆ 石油：▲40万kW

▲2,860
万KW



277

• 2016年度以降に公表された廃止/廃止予定の発電所における廃止までの稼働期間平均は概ね45年。

参考．火力発電所の廃止までの稼働期間実績

出所：日本総研作成

廃止電源の集計方針

◆2016年4月の改正電気事業法の施行（電気事業者がライセンス制に移行）以降に
廃止された、一定規模以上（10万kW以上）の電源を対象

◆2024年度以降についても既に廃止が公表されている発電所については集計対象に加
えている

燃料種 廃止までの稼働期間平均 集計件数

石油 45年 全7箇所の発電所の稼働期間を集計

石炭 45年 全11箇所の発電所の稼働期間を集計

LNG 46年 全18箇所の発電所の稼働期間を集計

火力平均 45年 全36箇所の発電所の稼働期間を集計

縦
軸
：
廃
止
発
電
所
数

横軸：稼働年数
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• 経年に伴うリプレースをする火力大ケースでは、2019年度での14,570万kWから、2040年：13,580
万kW、2050年：13,370万kWと、設備容量は横ばいで推移する。

火力発電所の設備容量推移｜大ケース

火力発電所の設備容量推移

単位:万kW

単位:万kW

13,370

※端数処理の影響で合計値が合わない場合がある
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• 経年に伴うリプレースをしない火力小ケースでは、2019年度での14,570万kWから、2040年9,690万
kW、2050年：6,630万kWまで設備容量が減少する。

火力発電所の設備容量推移｜小ケース

火力発電所の設備容量推移

単位:万kW

単位:万kW

9,690

6,630

9,690

※端数処理の影響で合計値が合わない場合がある
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• 各ケースにおける設備容量の内訳は以下のとおり。

参考．燃料別設備容量｜大ケース

出所：日本総研作成

燃料別火力発電所の設備容量（単位：万kW）：2040年

燃料別火力発電所の設備容量（単位：万kW）：2050年

【CCS火力について】 （次ページの小ケースも同様）
技術検討会社の検討結果を基にしたCCS貯留量の範囲内で、他産業におけるCCS活用量を考慮したうえで以下のとおり設定。
〇2040年：CCS付LNG火力はCCS付き石炭火力の半量程度として設定。
〇2050年：経年廃止の対象となっていないLNG火力4,150万ｋＷにCCS機能を付加するものと設定。
※最新のコスト検証ワーキンググループ想定に基づき排出されるCO2全量の90％を分離回収されるものとして試算。

単位:万kW

単位:万kW



281

• 各ケースにおける設備容量の内訳は以下のとおり。

参考．燃料別設備容量｜小ケース

出所：日本総研作成

燃料別火力発電所の設備容量（単位：万kW）：2040年
単位:万kW

燃料別火力発電所の設備容量（単位：万kW）：2050年
単位:万kW


